様式１

質　問　書

令和　　年　　月　　日

苗木城跡駐車場借受者公募型プロポーザルに関し、以下のとおり質問します。
	NO.
	質　問　事　項

	1
	



	2
	



	3
	




・質問の対象となる書類（実施要領）のページ、項目などについて記入してください。
・当様式に入力の上、電子メールにファイル添付し送信してください。
（送信先：kankou@city.nakatsugawa.lg.jp）
・送信後、必ず電話による受信確認を行ってください。
電話番号：0573-66-1111（内線：4274）
・質問受付期限：令和７年１月14日（火）１７時まで（必着）


（代表連絡先）
	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	部署名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E₋MAIL
	



様式２

参加申込書兼誓約書
令和　年　月　日

中津川市長　小栗　仁志　様


　　　　　企 　業 　名
　　　　　　商号又は名称
　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印


　令和6年12月27日付に実施要領が公表された「苗木城跡駐車場借受者公募型プロポーザル」の提案書類一式を提出します。
　なお、この提出書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。


















様式３

会社概要書

令和　年　月　日
中津川市長　小栗　仁志　様



	企業名
	

	業務概要
	


※上記業務概要を証明する書類（会社パンフレット等）を添付書類として提出してください。


[bookmark: _GoBack]


様式４

その他参加資格要件に関する事項
令和　年　月　日
企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　

	有料駐車場（カメラ式駐車場）の運営業務において、自ら管理・運営する実績

	料金システム
	設置個所数
	設置個所の内
国・地方公共団体の数（指定管理含む）

	カメラ式駐車場
	
	



	有料駐車場の運営業務において、主な国・地方公共団体での実績（指定管理含む）

	料金システム　
	場所
	国・地方公共団体

	カメラ式駐車場
	
	

	カメラ式駐車場
	
	

	カメラ式駐車場
	
	

	カメラ式駐車場
	
	


※適宜、欄は追加してください


	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者
	該当する・該当しない
（いずれかに〇）



	会社更生法（平成14年法律第154号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者
	該当する・該当しない
（いずれかに〇）



	中津川市の指名停止措置を受けている者
	該当する・該当しない
（いずれかに〇）



	国税、地方税に滞納がある者
	該当する・該当しない
（いずれかに〇）



	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号から第6号に該当する団体又は団体に属する者
	該当する・該当しない
（いずれかに〇）




























様式５

貸付料提案書

令和　年　月　日
中津川市長　小栗　仁志　様　



【基本納付金】
	金額
	　　　　　　　　　　　　　　　円/年

	貸付地
	苗木城跡A1、A2駐車場




【追加納付金】
	割合
	　　　　　　　　　　　　　　　割

	貸付地
	苗木城跡A1、A2駐車場




　「苗木城跡駐車場借受者」の公募型プロポーザル実施要領に記載の事項を承諾の上、上記のとおり貸付料を提案します。

　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　企　 業 　名
　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　印



様式６
企画提案提出書

令和　年　月　日

中津川市長　小栗　仁志　様
　　　　　　　　　　　　　　　　企　 業　名
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　所　 在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　印


　　　　　　　　　　　　【担当者】
　　　　　　　　　　　　所　属
　　　　　　　　　　　　氏　名
　　　　　　　　　　　　電　話
　　　　　　　　　　　　F A X
　　　　　　　　　　　　E-mail

以下の記載項目は全て記載すること。また、必要に応じ、補足資料を添付することは可とする。
	記載項目

	1.レイアウト図

	2.運営組織

	3.利用料金及び減額処理の方法

	4.駐車場設備等の仕様

	5.維持管理の内容

	6.設置工事

	7.安全対策・防犯対策

	8.トラブル対策

	9.その他

	10.収支計画書


※記載については、実施要領（８．企画提案書等の作成要領）を参照
